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議案第 40 号 

令和４年度津和野町介護保険特別会計予算 

 令和４年度津和野町介護保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 1,362,274 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表 歳入歳

出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、100,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

（２）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和４年３月４日提出 

津和野町長 下 森 博 之 
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1.特別職

2.一般職
(1)総括

ア　会計年度任用職員以外の職員

備考

13

宿日直
手　当

住居
手当

特別住
居手当

赴任
手当

単身赴
任手当

935 498

職員手当
の

内　　訳

区　分
管理職
手　当

管理職員
特別勤務
手　当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

特　殊
勤　務
手　当

期　末
勤　勉
手　当

7,887

8,037

△ 150

本年度 996 981 10

前年度 996 968 10

比　較

比　較 391 △ 118 273 114 387

10,462 43,131

前年度 7 94 20,801 11,501 32,396 10,348

本年度 7 94 21,192 11,383 32,669

42,744

区　　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

計

比　較

長　等

その他
特別職

前年度

計

議　員

その他
特別職

議　員

長　等

議　員
本年度

長　等

その他
特別職

計

給　　与　　費　　明　　細　　書

（単位：千円）

区　　分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共済費 合　計
報　酬 給　料 期末手当地域手当

寒冷地
手　当

その他
の

計
備考

単身赴
任手当

赴任
手当

1,011 498

時間外
勤　務
手　当

宿日直
手　当

住居
手当

992 498

19

特別住
居手当

前年度 11,501

職員手当
の

内　　訳

区　分 合　計

本年度 11,383

比　較 △ 118

区　　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報　酬 給　料 職員手当 計

本年度 5 18,666 10,633 29,299 9,391 38,690

前年度 5 18,327 10,732 29,059 9,289 38,348

比　較 339 △ 99 240 102 342

職員手当
の

内　　訳

区　分
管理職
手　当

管理職員
特別勤務
手　当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

特　殊
勤　務
手　当

期　末
勤　勉
手　当

時間外
勤　務
手　当

前年度 996 800 10 7,511 917

本年度 996 813 10 7,381

498

比　較 13 △ 130 18 0
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イ　会計年度任用職員

(2)給料及び手当の増減額の明細

職
員
手
当

△ 118

制度改正に伴う増減分 △ 262

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　　明

給

料

391

給与改定に伴う増減分 給与改定に伴う増減

昇給に伴う増加分 339 昇給に伴う増減 339

その他の増減分 52
会計年度任用職員制度制度
に伴う増減

52

その他の増減分 144

給料昇給に伴う増減
条件変更に伴う増減
会計年度任用職員制度制度
に伴う増減

150
13

△19

給与改定に伴う増減 △ 262

備　考

職員手当
の

内　　訳

区　分 合　計

本年度 10,633

前年度 10,732

比　較 △ 99

区　　分 職員数
給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報　酬 給　料 職員手当 計

本年度 2 94 2,526 750 3,370 1,071 4,441

前年度 2 94 2,474 769 3,337 1,059 4,396

比　較 52 △ 19 33 12 45

職員手当
の

内　　訳

区　分
管理職
手　当

管理職員
特別勤務
手　当

扶　養
手　当

通　勤
手　当

特　殊
勤　務
手　当

期　末
勤　勉
手　当

時間外
勤　務
手　当

前年度 168 526 75

宿日直
手　当

住居
手当

特別住
居手当

赴任
手当

単身赴
任手当

本年度 168 506 76

比　較 △ 20 1

職員手当
の

内　　訳

区　分 合　計

本年度 750

前年度 769

比　較 △ 19
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(3)給料及び職員手当の状況
①職員1人当たりの給与

②初任給

③級別職員数

※構成割合については、表示単位未満四捨五入のため合計が100.0%にならない場合があります。
(級別の標準的な職務内容)

行政職（一）

主事、技師、
保健師、保育
士又は社会福
祉士の職務

副主任主
事、副主任
技師、副主
任保健師、
副主任保育
士又は副主
任社会福祉
士の職務

主任主事、
主任技師、
主任保健
師、主任保
育士又は主
任社会福祉
士の職務

係長又は主幹
の職務

課長補佐、
副園長又は
企画員の職
務

7級

計 5 100.0

7級

区　　　　分 1級 2級 3級 4級 5級

5級

5 100.0

令和３年４月１日現在

1級

2級

1 20.0 1級

2級

3級

4級

1

2

20.0

40.0

3級

5級

6級

1 20.0

区　　　　分

大学卒

級 職員数 構成比(%)

令和４年４月１日現在

20.0 1級

2級

20.0

40.0

3級

4級

20.0

（円）

平 均 年 齢

平 均 年 齢 （歳）

高校卒

（歳）

区　　分

前年度

平均給料月額 （円）

平均給与月額

区　　　分

本年度

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

309,640

363,634

40.0

304,040

357,532

39.0

行政職（二）

－

－

－

－

－

－

行政職（一）

行政職（一）
（円）

行政職（二）
（円）

－

－

150,600

182,200

行政職（一）
（円）

行政職（二）
（円）

国　の　制　度

150,600

182,200

147,900

－

6級 7級

会計管理
者、課長
又は園長
の職務

参事の職務

級

行政職（一）

職員数 構成比(%)

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

計

1

1

2

1

計

行政職（二）

4級

5級

6級

6級

7級

計
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④昇給

⑤期末手当、勤勉手当

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

国の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上 同上

支給率等 24.586875 33.27075 40.80375 47.709
定年前早期退職特例措置

1～21%加算

区　　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
30年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

国の制度 2.225 2.225 4.45 有

前年度 2.225 2.225 4.45 有

本年度 2.15 2.15 4.30 有

区　　　分
支給期別支給率

支給率計
（月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
6月（月分） 12月（月分）

　比率（B）/（A） （%）

前
年
度

　職　員　数　 (A)人

　昇給に係る職員数　 (B)人

3号級（人）

5

5

100

3号級（人）

　比率（B）/（A） （%）

本
年
度

号級数別内訳

2号級（人）

4号級（人）

6号級（人）

8号級（人）

区　　　　　分

4号級（人）

　昇給に係る職員数　 (B)人

　職　員　数　 (A)人

号級数別内訳

2号級（人）

6号級（人）

8号級（人）

4

1

4

1

行政職（二）行政職（一）

代表的な職種
合　　計

5

5

5

5

100

5

5

5

100

100

5

－65 －



⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

住居手当 異なる
支給対象となる家賃額の下限：国16,000円、町12,000円
手当の上限額：国28,000円、町27,000円

通勤手当 同じ

扶養手当 同じ

区　　　　　　分 国の制度との差異 差　　異　　の　　内　　容

　給料総額に対する比率 （％） 0.05 0.05 －

　支給対象職員の比率
　　(令和4年4月1日現在)

(％) 40 40 －

区　　　　　　分 全職種
代表的な職種

行政職（一） 行政職（二）

　代表的な特殊勤務手当の名称 各種徴収外勤従事手当 各種徴収外勤従事手当 －
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